
①　第1598号　（毎月20日発行） 平成27年10月20日

職場体験事業：10月20日（火）～22日（木）に日立工業高校の2年生を中心に96名が当所会員事業所43社で職場体験
（写真は昨年のもの）

■建設業部会が見学会を開催/常議員会
■日本商工会議所の動き/商工会議所の動き（9月）
■会員ゴルフ大会参加者募集/経営革新講座
　受講生募集/特定商工業者負担金納入のお願い
■解説マイナンバー⑥
■相談所だより
　経営安定特別相談室
■個人住民税の特別徴収について/記帳指導募集
■リレー随想（その186）
■会員探訪
■会議所インフォメーション
　商工会議所ライブラリー/役員議員紹介『素顔』
■国・県・市等からのお知らせ
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日立商工会議所会館駐車場
利用停止のお知らせ

　日立シビックセンター外壁等改修工事に伴
い、当所会館脇設置のコインパーキングの利用
を停止いたします。
　ご来館の際は、日立シビックセンター地下駐
車場及び近隣パーキング(有料)をご利用くださ
いますようお願い申しあげます。
　なお、工事期間は平成28年3月までを予定
しています。
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日本商工会議所の動き

日立商工会議所の動き

　

　日本商工会議所は８月26日、「人手不足への対応に関

する調査結果」を取りまとめ、公表した。調査では、全国

の中小企業を対象に人手不足についての影響を把握す

るために、全国405商工会議所がヒアリングを実施。調

査期間は６月１～ 23日で、2625事業者が回答した（回

答率64.5％）。

　人員の過不足状況については、「不足している」と回

答した企業は、50.2％と全体の半数以上に上り、中小企

業の多くが人材不足に悩んでいる現状が浮き彫りにな

った。「不足している」と回答した企業の割合を業種別

に見ると、「介護・看護」が最も高く72.2％。「運輸業」（60.9

％）、「建設業」（60.7％）が６割を超えたほか、「その他サ

ービス」（58.1％）、「情報通信・情報サービス業」（56.7

％）、「不動産業」（53.6％）でも５割を超えており、サー

ビス業で人手不足感が強いことが伺える。従業員規模

別では、従業員数「301人以上」が67.8％、「101～ 300

人」が58.5％と５割を超えている。

日立市関係者と地域創生について意見交換を行う。

9月9月9月
９月４日 地域創生懇談会
９月８日 正副会頭会議
９月９日 経営安定セミナー
　　　　　日立市料飲業組合連絡協議会役員会
９月１１日　　タウランガ市経済関係者表敬訪問
 法律相談
９月１３日 第８５回電卓検定試験
９月１６日 消費税転嫁対策窓口相談事業
９月１８日 建設業部会議員協議会
９月２５日 建設業部会池の川さくらアリーナ建設工事見学会
９月２６日 第４３回２級リテールマーケティング検定試験
 あきんど探検少年団活動
９月２８日 ふるさと日立検定専門部会
９月２９日 常議員会
 観光環衛業部会議員協議会

9月4日　地域創生懇談会

お客様の怒りを笑顔に変えるクレーム対応から顧客
獲得講座として開催。

9月9日　経営安定セミナー

　９
月
25
日
、
建
設
業
部
会
（
松

山
恒
男
部
会
長
）
が
主
催
し
、
日

立
市
の
主
要
建
設
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

の
一
つ
で
あ
る
新
中
央
体
育
館

「
池
の
川
さ
く
ら
ア
リ
ー
ナ
」
の

建
設
工
事
進
捗
見
学
会
を
開
催
し

ま
し
た
。

　新
中
央
体
育
館
は
平
成
24
年
度

か
ら
設
計
作
業
が
着
手
さ
れ
、
完

成
は
市
民
に
と
っ
て
も
大
い
に
期

待
す
る
と
こ
ろ
で
す
。
同
様
に
業

界
に
と
っ
て
も
大
変
興
味
あ
る
施

設
の
一
つ
で
す
。
最
新
の
工
法
を

駆
使
し
て
進
め
ら
れ
て
い
る
同
施

設
を
、
若
い
技
術
者
達
に
も
見
学

の
機
会
を
設
け
、
今
後
に
活
か
し

て
欲
し
い
と
の
希
望
か
ら
、
今
回

茨
城
県
建
築
士
会
日
立
支
部
と
合

同
の
見
学
会
を
実
施
し
ま
し
た
。

　当
日
は
松
山
部
会
長
他
部
会
事

業
所
関
係
者
40
名
が
参
加
し
、
日

立
市
担
当
職
員
か
ら
施
設
概
要
と

建
築
計
画
に
つ
い
て
、
工
事
現
場

担
当
の
方
か
ら
工
事
概
要
に
つ
い

　９
月
29
日
、
当
所
で
常
議
員
会

を
開
催
し
ま
し
た
。
協
議
に
先
立

ち
（
故
）
梶 

格
康
氏
に
日
本
商
工

会
議
所
会
頭
感
謝
状
の
伝
達
と
日

立
商
工
会
議
所
会
頭
感
謝
状
贈
呈

を
行
い
ま
し
た
。

　協
議
で
は
７
月
、
８
月
の
新
入

会
員
（
⑩
面
掲
載
）
を
承
認
。
次

に
常
議
員
補
欠
選
任
に
つ
い
て
協

議
し
、
梶 

修
明
氏
（
プ
レ
ビ
株
式

会
社
代
表
取
締
役
社
長
）
を
新
し

く
常
議
員
に
選
任
し
ま
し
た
。

　続
い
て
、
運
営
委
員
会
副
委
員

長
委
嘱
承
認
に
つ
い
て
も
協
議
し

承
認
し
ま
し
た
。
こ
の
委
嘱
は
企

業
の
人
事
異
動
に
伴
う
も
の
で
、

岡
部
昭
一
氏
（
日
立
地
区
通
運
株

式
会
社
代
表
取
締
役
社
長
）
へ
の

委
嘱
を
行
う
も
の
で
す
。

　ま
た
、
大
型
小
売
店
舗
（
仮
称
）

ヨ
ー
ク
ベ
ニ
マ
ル
日
立
川
尻
店
出

店
に
伴
う
意
見
書
に
つ
い
て
協
議

し
承
認
し
ま
し
た
。
こ
の
意
見
書

に
は
、
交
通
に
係
る
事
項
、
騒
音

発
生
に
係
る
事
項
、
自
主
的
な
地

域
貢
献
活
動
と
街
づ
く
り
へ
の
配

慮
の
３
点
に
つ
い
て
配
慮
を
求
め

る
事
項
と
し
て
提
出
す
る
内
容
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　報
告
事
項
で
は
、
田
山
専
務
理

事
か
ら
第
18
回
会
員
ゴ
ル
フ
大
会

の
開
催
に
つ
い
て
、
日
本
商
工
会

議
所
遊
休
機
械
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業

の
休
止
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
説
明

が
あ
り
ま
し
た
。

9月の常議員会9月の常議員会
て
説
明
を
受
け
た
後
、
メ
イ
ン
ア

リ
ー
ナ
建
設
現
場
の
視
察
を
行
い

ま
し
た
。
雨
天
の
中
で
の
視
察
と

な
り
ま
し
た
が
、
参
加
者
は
屋
根

の
鉄
骨
建
て
方
が
ほ
ぼ
完
了
し
屋

根
の
形
状
が
は
っ
き
り
把
握
で
き

る
状
況
を
間
近
に
し
、
屋
根
や
内

部
の
構
造
部
分
を
熱
心
に
見
学
し

て
い
ま
し
た
。

　参
加
者
か
ら
は
「
日
立
市
民
と

し
て
も
建
設
業
に
携
わ
る
も
の
と

し
て
も
大
変
興
味
が
あ
っ
た
の
で
、

完
成
す
る
前
に
構
造
な
ど
の
見
学

が
出
来
た
こ
と
は
大
変
有
意
義
だ

っ
た
。」「
同
じ
建
設
業
で
も
規
模

が
違
う
の
で
、
現
場
の
大
き
さ
と

資
材
の
多
さ
に
驚
い
た
」
な
ど
の

感
想
が
あ
り
ま
し
た
。

完成予想図完成予想図

池
の
川
さ
く
ら
ア
リ
ー
ナ
建
設
工
事
見
学
会
を
開
催

池
の
川
さ
く
ら
ア
リ
ー
ナ
建
設
工
事
見
学
会
を
開
催

建
設
業
部
会

◇人手不足への対応に関する調査結果

半数以上が人手不足
　　　サービス業で顕著
半数以上が人手不足
　　　サービス業で顕著
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　当所では商工会議所法に基づき、毎年「商工業者法定台帳」

の提出と管理運用に要する諸経費「負担金」をご負担いただ

いております。

　ご理解ご協力をお願い申しあげます。

特定商工業者…

①地区内の営業所等で、常時使用する従業員が20人（商業・

　サービス業に属する事業を営まれている方の場合は5人）

　以上である方

②資本金額または払込済出資総額が300万以上の方

負担金…

　法定台帳は、法令で作成するように定められたもので、法

定台帳に関しての諸経費は、毎年特定商工業者の方々にご負

担いただいております。

　負担金額は当所の場合4，000円（消費税課税対象外）です。

　当所では新年を飾るかいぎしょＮＥＷ

Ｓ新年増大号を発行しています。

発 行 日　平成28年1月20日（水）

※原稿締切　平成27年12月11日（金）

発行部数　3,600部

広告の大きさと金額（税込）

□カラー

　Ａ4版1/2（裏表紙）　　　　64,800円

　Ａ4版1/2（裏表紙内側）　　54,000円

□モノクロ

　Ａ4版1/3　　　　　　　　21,600円

　Ａ4版2/3　　　　　　　　43,200円

　Ａ4版1/2　　　　　　　　32,400円

　経営環境の変化が、スピードを増しています。自社の未来
に不安はありませんか？ヒト・モノの変化に気づいています
か？変化にチャレンジしていますか？
　この講座では、それらを解決するための糸口を講師と共に
見つけ出し、強い中小企業にしようとするための講座です。

◆ 申込・問合せ　総務課 ◆ ◆ 問合せ　総務課 ◆

かいぎしょＮＥＷＳ新年号の

広告掲載事業所を募集します

かいぎしょＮＥＷＳ新年号の

広告掲載事業所を募集します

会員ゴルフ大会を以下の通り開催します。

当所会員事業所の方なら事業主・役員・家族

等どなたでも参加いただけます。

○日　　時　平成27年11月28日（土）

　　　　　　8時10分スタート予定

○会　　場　ザ・オーシャンゴルフクラブ

○参 加 費　3,000円

　　　　　　ビジタープレイ代

　　　　　　10,800円（食事付・税込）

○定　　員　100名

○競技方法　

　①18ホールズストロークプレー

　②新ぺリア方式（トリプルボギーカット）

　③ザ・オーシャンゴルフクラブのローカル

　　ルールに準じます

◆ 問合せ　会員サービス課 ◆◆ 問合せ　工業政策課 ◆

第18回 日立商工会議所
会員ゴルフ大会

第18回 日立商工会議所
会員ゴルフ大会

「特定商工業者負担金」納入のお願い

参加者

募集中
経営革新
講座2015 未来へ！次の取組みを進めよう！未来へ！次の取組みを進めよう！未来へ！次の取組みを進めよう！

受講
無料

■定　員　30名

経営革新プランを磨き上げよう
◆質の高い計画づくりと数値計画策定のポイント
◆経営革新構想の発表・異業種交流

自社の特徴を理解し成長のシナリオを描こう
◆事例企業の成長要因分析から自社成長の方向性を考える②
◆ビジネスモデルの基礎知識と自社の魅力の再発見

市場を理解し成長のためのアイデアを見出そう
◆事例企業の成長要因分析から自社成長の方向性を考える①
◆マーケティングの基礎知識と顧客価値創造分析

使える＆役立つ経営計画をつくろう
◆経営計画で経営の革新を目指す
◆身近な事例紹介と補助金申請等への活用

11月18日(水)

11月24日(火)

12月 1 日(火)

12月 9 日(水)

第1回

第2回

第3回

第4回

日　程 内　　　容

基本講座カリキュラム（4回コース）18：30 ～ 21：00（各日とも）
会場はいずれも日立商工会議所会館

厳 格 な 本 人 確 認 方 法厳 格 な 本 人 確 認 方 法厳 格 な 本 人 確 認 方 法

◆番号カードを活用　前回は、通知開始時の注意点や、マイナンバー取得時の利用目的の通知について解説させていた
だきました。今回は事業所における、マイナンバー取得時のポイントを解説いたします。
　さて、前回でも述べましたがマイナンバーを利用する事務は厳しく制限されており、①社会保障、②税、③災害対策の
３つの分野に関する手続き書類の作成事務を行う必要がある場合に限り、本人にマイナンバーの提供を求めることがで
きます。その際には利用目的の明示とともに、なりすましなどの防止のために本人確認が求められています。
　この本人確認の方法も厳格に決められており、そのマイナンバーの番号が正しい番号がどうかの確認「①番号確認」と、
その手続きを行っている者がそのマイナンバーの正しい持ち主であることの確認「②身元確認」を行わなければなりま
せん。この①、②の２つを同時に行えるのが「個人番号カード」です。
　「個人番号カード」は、平成28年１月以降希望者に発行されるカードで、表面に顔写真と氏名、住所、生年月日、性
別が記載され、裏面にマイナンバーが記載されます。そのため、裏面で「①番号確認」、表面で「②身元確認」が行え
るようになっています。
　なお、この「個人番号カード」の申請書が住所や氏名などを印字した上で、平成27年10月以降に住民票の住所地に
簡易書留で届く通知に同封されます。希望者はこの申請書に署名または押印をし、写真を添付の上、送付すると無料で「個
人番号カード」の交付を受けられます。平成28年１月以降に個人番号カードの受け取り通知が届いたら、各市町村の
窓口で受け取ります。また、個人番号カードの有効期限は、20歳以上が10年、20歳未満が５年となっています。

◆年内は旅券などのチェックで対応　ところで、前回、年末調整がマイナンバーの収集の機会と申し上げましたが、こ
の「個人番号カード」の発行は平成28年１月以降となりますので、今年末の場合「個人番号カード」以外の本人確認
の方法となるでしょう。個人番号カードが無い場合は、原則として「①番号確認」を「通知カード」か「マイナンバー
記載の住民票」で、「②身元確認」を「運転免許証」か「パスポート」などで行うようになっています。もっとも、マ
イナンバーの住民票への記載は平成28年１月以降となっていますので、今年末の「①番号確認」は「通知カード」の
みとなりそうです。
　それでは「運転免許証」や「パスポート」を持っていない場合などはどうなるのでしょうか。これらのルールについ
て詳細に定められていますが、３分野の事務のうち②の税分野について国税庁（税分野の個人番号利用事務実施者）が「国
税分野における番号法に基づく本人確認方法」を公表していますのでここに書かれた例示に従って本人確認をすること
ができます。
　しかし、①社会保障分野については、平成27年７月14日現在、厚生労働省（社会保障分野の個人番号利用事務実施者）
からこれらの基準は公表されていません。従って、①の社会保障分野における本人確認の仕方は原則通りの方法となり
ますので注意が必要です。
◆第３号被保険者の届出には注意　なお、②の税分野における、「扶養
控除等申告書」の会社への提出義務者は従業員となるため、本人確認
は従業員のみでよく、扶養親族の本人確認は会社がする必要はありま
せん。それに対し、国民年金の第３号被保険者の届け出は会社への提
出義務者は配偶者である第３号被保険者となるため、従業員のマイナ
ンバーと配偶者である第３号被保険者のマイナンバー両方の本人確認
が必要です。
　さらにご注意いただきたいのは、このときに従業員が配偶者である
第３号被保険者に代わって提出する場合、代理人となるため、①代理権、
②代理人の身元確認、③本人の番号確認の３つを確認する必要があり
ます。また、対面での確認には「個人番号カード」「通知カード」「運
転免許証」や「パスポート」などは現物の提示が求められていること
にも注意が必要です。
　「個人番号カード」は本人確認にも便利なので、ぜひ無料で交付を受けていただきたいと思います。

（特定社会保険労務士・小林元子）

マ イ ナ ン バ ーマ イ ナ ン バ ーマ イ ナ ン バ ー 第6回解 説

◆マイナンバー取得の際の本人確認は、
　番号確認と身元確認を行います。
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　当所では商工会議所法に基づき、毎年「商工業者法定台帳」

の提出と管理運用に要する諸経費「負担金」をご負担いただ

いております。

　ご理解ご協力をお願い申しあげます。

特定商工業者…

①地区内の営業所等で、常時使用する従業員が20人（商業・

　サービス業に属する事業を営まれている方の場合は5人）

　以上である方

②資本金額または払込済出資総額が300万以上の方
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　法定台帳は、法令で作成するように定められたもので、法

定台帳に関しての諸経費は、毎年特定商工業者の方々にご負
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発 行 日　平成28年1月20日（水）

※原稿締切　平成27年12月11日（金）

発行部数　3,600部

広告の大きさと金額（税込）

□カラー

　Ａ4版1/2（裏表紙）　　　　64,800円
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経営革新プランを磨き上げよう
◆質の高い計画づくりと数値計画策定のポイント
◆経営革新構想の発表・異業種交流

自社の特徴を理解し成長のシナリオを描こう
◆事例企業の成長要因分析から自社成長の方向性を考える②
◆ビジネスモデルの基礎知識と自社の魅力の再発見

市場を理解し成長のためのアイデアを見出そう
◆事例企業の成長要因分析から自社成長の方向性を考える①
◆マーケティングの基礎知識と顧客価値創造分析

使える＆役立つ経営計画をつくろう
◆経営計画で経営の革新を目指す
◆身近な事例紹介と補助金申請等への活用
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基本講座カリキュラム（4回コース）18：30 ～ 21：00（各日とも）
会場はいずれも日立商工会議所会館

厳 格 な 本 人 確 認 方 法厳 格 な 本 人 確 認 方 法厳 格 な 本 人 確 認 方 法

◆番号カードを活用　前回は、通知開始時の注意点や、マイナンバー取得時の利用目的の通知について解説させていた
だきました。今回は事業所における、マイナンバー取得時のポイントを解説いたします。
　さて、前回でも述べましたがマイナンバーを利用する事務は厳しく制限されており、①社会保障、②税、③災害対策の
３つの分野に関する手続き書類の作成事務を行う必要がある場合に限り、本人にマイナンバーの提供を求めることがで
きます。その際には利用目的の明示とともに、なりすましなどの防止のために本人確認が求められています。
　この本人確認の方法も厳格に決められており、そのマイナンバーの番号が正しい番号がどうかの確認「①番号確認」と、
その手続きを行っている者がそのマイナンバーの正しい持ち主であることの確認「②身元確認」を行わなければなりま
せん。この①、②の２つを同時に行えるのが「個人番号カード」です。
　「個人番号カード」は、平成28年１月以降希望者に発行されるカードで、表面に顔写真と氏名、住所、生年月日、性
別が記載され、裏面にマイナンバーが記載されます。そのため、裏面で「①番号確認」、表面で「②身元確認」が行え
るようになっています。
　なお、この「個人番号カード」の申請書が住所や氏名などを印字した上で、平成27年10月以降に住民票の住所地に
簡易書留で届く通知に同封されます。希望者はこの申請書に署名または押印をし、写真を添付の上、送付すると無料で「個
人番号カード」の交付を受けられます。平成28年１月以降に個人番号カードの受け取り通知が届いたら、各市町村の
窓口で受け取ります。また、個人番号カードの有効期限は、20歳以上が10年、20歳未満が５年となっています。

◆年内は旅券などのチェックで対応　ところで、前回、年末調整がマイナンバーの収集の機会と申し上げましたが、こ
の「個人番号カード」の発行は平成28年１月以降となりますので、今年末の場合「個人番号カード」以外の本人確認
の方法となるでしょう。個人番号カードが無い場合は、原則として「①番号確認」を「通知カード」か「マイナンバー
記載の住民票」で、「②身元確認」を「運転免許証」か「パスポート」などで行うようになっています。もっとも、マ
イナンバーの住民票への記載は平成28年１月以降となっていますので、今年末の「①番号確認」は「通知カード」の
みとなりそうです。
　それでは「運転免許証」や「パスポート」を持っていない場合などはどうなるのでしょうか。これらのルールについ
て詳細に定められていますが、３分野の事務のうち②の税分野について国税庁（税分野の個人番号利用事務実施者）が「国
税分野における番号法に基づく本人確認方法」を公表していますのでここに書かれた例示に従って本人確認をすること
ができます。
　しかし、①社会保障分野については、平成27年７月14日現在、厚生労働省（社会保障分野の個人番号利用事務実施者）
からこれらの基準は公表されていません。従って、①の社会保障分野における本人確認の仕方は原則通りの方法となり
ますので注意が必要です。
◆第３号被保険者の届出には注意　なお、②の税分野における、「扶養
控除等申告書」の会社への提出義務者は従業員となるため、本人確認
は従業員のみでよく、扶養親族の本人確認は会社がする必要はありま
せん。それに対し、国民年金の第３号被保険者の届け出は会社への提
出義務者は配偶者である第３号被保険者となるため、従業員のマイナ
ンバーと配偶者である第３号被保険者のマイナンバー両方の本人確認
が必要です。
　さらにご注意いただきたいのは、このときに従業員が配偶者である
第３号被保険者に代わって提出する場合、代理人となるため、①代理権、
②代理人の身元確認、③本人の番号確認の３つを確認する必要があり
ます。また、対面での確認には「個人番号カード」「通知カード」「運
転免許証」や「パスポート」などは現物の提示が求められていること
にも注意が必要です。
　「個人番号カード」は本人確認にも便利なので、ぜひ無料で交付を受けていただきたいと思います。

（特定社会保険労務士・小林元子）

マ イ ナ ン バ ーマ イ ナ ン バ ーマ イ ナ ン バ ー 第6回解 説

◆マイナンバー取得の際の本人確認は、
　番号確認と身元確認を行います。



⑦　第1598号　（毎月20日発行） 平成27年10月20日 第1598号　（毎月20日発行） 平成27年10月20日　⑥

　当所では、小規模事業者を対象に帳簿のつけ方などのお手伝いをしています。

　この事業は、担当者が事業所の都合に合わせて訪問し、経営者（またはご家族）が記帳や経理について理解し、ご

自身で記帳が出来るように行っているものです。

【申し込み対象】

●従業員数が 20名以下（卸・小売・サービス業は５人以下）の個人事業所

●税理士の関与を受けていない事業所

記帳指導を希望する事業所を募集します記帳指導を希望する事業所を募集します記帳指導を希望する事業所を募集します

 ■ ■ ■  ■問合せ　経営相談課  ■ ■ ■ 

　個人住民税の特別徴収とは、給与支払者（事業主）が受給者（納税義務者）に代わり、

毎月受給者に支払う給与から個人住民税を差し引き（給与天引き）し納入する制度で

す。

　所得税を源泉徴収する義務のある給与支払者には、アルバイト、パート、役員等を

含むすべての受給者の個人住民税を特別徴収することが、法令で義務づけられております。

　納税者間の公平性、納税者の利便性等を確保するため、県内すべての市町村では、平成 27年度から、特別徴収

の実施を徹底する取組（一斉指定）を行っております（注意）ので、ご理解・ご協力をお願いします。

茨城県と
県内すべての市町村から
重要なお知らせです！

県内すべての市町村で
平成27年度から個人住民税特別徴収義務者の
一斉指定を実施しています

県内すべての市町村で
平成27年度から個人住民税特別徴収義務者の
一斉指定を実施しています

給与支払者(事業主)の皆様へ

【お問い合わせ先】
　日立市財政部市民税課　　電話0294-22-3111（代表）　内線　239・235・236
　茨城県総務部地域支援局市町村課　税政担当　電話029-301-2481（直通）

（注意）

　日立市では、下記の経過措置を設定し、受給者総人員数（給与支払を受けている総従業員数）により段階的

な特別徴収を実施しています。

※原則すべての事業者が特別徴収対象ですので、受給者総人員数にかかわらず、特別徴収を行うことができ

　ます。

実施年度 平成27年度 平成28年度

受給者総人員10人以上

平成29年度 平成30年度

受給者総人員5人以上

平成31年度

全事業者対象事業者

水戸支社　日立営業所　３１７-００７３　茨城県日立市幸町１-２１-２  TEL ０２９４-２１-５３８７

自治・振興金融融資制度自治・振興金融融資制度
【自治金融】
○限　度　額　運転1,000万円　設備1,000万円
○期　　　間　運転7年　設備7年
○保　証　人　個人事業主は原則不要。
　　　　　　　法人の場合は代表者。
　　　　　　　※特別な事情がある場合は、その他に
　　　　　　　　連帯保証人が必要になります。
○担　　　保　原則不要
　利率1.15％（平成27年10月1日現在）
【振興金融】
○限　度　額　運転2,000万円　設備2,000万円
○期　　　間　運転7年　設備7年
○保　証　人　個人事業主は原則不要。
　　　　　　　法人の場合は代表者。
　　　　　　　※特別な事情がある場合は、その他に
　　　　　　　　連帯保証人が必要になります。
○担　　　保　担保必要に応じて徴求
　利率1.25％（平成27年10月1日現在）

※どちらも年利1.0％の利子補給が受けられます。お申込み・
　お問合せはお近くの金融機関または当所経営相談課まで

　事業経営が不振に陥った時は、「早期に適切な手を打つ」ことが重要なポイントです。受注・販売不振、手形の
決済などで事業経営の先行きに不安が生じたらできるだけお早めに『経営安定特別相談室』にご相談ください。

○経営安定特別相談室とは…
　経営不振に陥った事業所から相談を受け、再建の見込

みがある企業については関係機関との協力により再建

の方策を講じるなど倒産を未然に防止することを目的

に設置されているのが「経営安定特別相談室」です。相談

室では商工調停士等の専門家が相談に応じます。

○商工調停士とは…
　中小企業の倒産に関わる諸問題について解決に向け

ての相談・アドバイスを行ないます。商工調停士は、当

所会頭から委嘱されています。

○お申込みにあたって…
　経営不振に陥った経緯などをお聞かせいただくとと

もに相談アドバイスに必要な資料の提出をお願いして

います。

相談無料・秘密厳守　お申込およびお問合せは経営相談課まで。相談無料・秘密厳守　お申込およびお問合せは経営相談課まで。

困った時には早めの相談！

相 談 の 手 順

相 談 申 込

相談内容の検討

・経営、財務内容の把握と分析

・倒産防止の方策の検討

調 停
債権者等関係者
への協力要請

・金融斡旋

・手形処理指導

・事業転換指導

・円滑な整理方法の検討

・法的手続き等の指導、助言

経営 安 定特別相談室

小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経）小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経）
【マル経制度】
○限　度　額　2,000万円
　　　　　　　※1,500万円超は事業計画書添付
○期　　　間　運転7年　設備10年
○保証・担保　原則不要
　利率1.15％（平成27年10月9日現在）

【マル経をご利用頂ける方】
○日立市内で1年以上継続して同一事業を営んでおり、税
務申告をしている方

○当所の経営指導を原則として6ヶ月以上受けている方
○従業員20名以下（商業・サービス業は5人以下）の小規
模事業者の方

○所得税（法人税）、事業税、住民税を完納している方

※年利1.10％の利子補給が受けられます。
　お申込み・お問合せは当所経営相談課まで

期間は原則3年間


